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地球変動予測を意識した
21世紀の海洋観測
　地球規模の環境変動が現実味を帯びており、我が国でも「21世紀環境立国戦略」にお
いて、解決に向けて正面から取り組んで行くことを表明している。
　2007 年 2 月に発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第 4 次評価報告書は、
地球の気候システムに温暖化が起こっていると断定するとともに、人為起源の温室効果
ガスの増加が温暖化の原因とほぼ断定している。1990 年の IPCC 第１次評価報告書に
は、「人為起源の温暖化ガスによる温暖化シグナルの検出には 10 年かかる」と述べられ
ていたが、実際に温暖化の断定までに 15 年以上を要した。海流などの多くの現象は 10
年、20 年と言った周期で変化するので、観測をそれ以上続けなければ有意な結果は出な
い。第 4 次評価報告書が、温暖化が起こっていると断定できたのは、我々が長年にわたり、
国際協力の枠組みのなかで努力して観測データを蓄積してきた結果である。
　これまでの温暖化予測は、100 年後の 21 世紀末の時点に重点をおいてモデル実験を
行ってきた。しかし、多くの人々にとってより関心があるのは「自分が生きているうち
に、可愛い子供の世代に、即ち 20 年、30 年といった期間で何が起こるか？」ではない
だろうか。今後の温暖化予測では、こうした時間スケールを念頭において、より高精度
かつ高分解能の予測が要求される。しかし、モデルによる予測結果のみでは、検証され
ない限り、根拠の脆弱な推測にとどまり、施策へ応用可能な予測には決して成り得ない。
その信頼性を高めるには、予測モデルに対応した高精度かつ高分解能の観測データが不
可欠であり、そのためには、時間および空間的に不均一な観測データを全球海洋大循環
モデルに組み入れることを目的とした“データ同化”という手法が必須である。“データ
同化”によって、観測値が無い海域でも、観測値に準ずるデータを得ることができるため、
より高精度な全球海洋像の把握が可能となる。
　全球海洋像解明のための現在の海洋監視プロジェクトとして、アルゴ計画、国際定線・
炭素循環観測計画、トライトンブイの展開が進められているが、広大でかつつねに変動
する海の監視は、必然的に至るところで、長期的に行なわざるを得ない。長期的な観測
に加え、さらに“データ同化”システムを運用し持続的に全球海洋観測データを提供す
るには経費の上積みが必要ではないだろうか。既存の海洋監視プロジェクトを統合すれ
ば最小の予算措置で、我が国が提案して始まった GEOSS の目的である地球変動予測に
大きな貢献が可能になる。世界の海の全貌を継続して効率よく監視するためには、海洋
監視と海洋データ同化を統合する全球海洋監視システムを構築および維持していく資金
確保の仕組みが必要である。
科学技術動向
概　要
科 学 技 術 動 向　2008年 1月号

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高効率を目指す
太陽電池セルの研究開発動向
　太陽光発電システムは、その多くが未利用となっている太陽光エネルギーを有効利用
すること、メンテナンスが簡易であること、騒音が無く安全であること、単位発電量あ
たりの二酸化炭素排出量が少ないこと等、他の発電システムと比べて様々な利点がある。
日本およびドイツと先行してきた太陽光発電市場は、今後、全世界へと拡大することが
確実視される。
　これまで産業界の開発努力や公的補助金の導入などによって普及してきた太陽光発電
システムであるが、火力や原子力などの既存の電力に対抗するコスト競争力を持つまで
には至っていない。市場に普及している太陽電池セルの 9 割を占める結晶シリコン太陽
電池の単位発電量当たりの価格は、太陽光の変換効率が理論限界に迫っていることや、
シリコン原料の高騰等の要因により、近年下げ止まりつつある。また、現在の結晶シリ
コン太陽電池の産業構造は、材料の精錬やシリコンウェハの作製等いわゆる川上の工程
が、最終製品の売上の大半を占めるコスト構造となっている。結果的に、川下の工程に
より多くの付加価値を見出したい技術集約型の太陽電池セルメーカーは、技術的に難易
度が高いが、材料の節約が可能な薄膜やタンデム型太陽電池の開発に注力している。特
にタンデム型太陽電池は、半導体を複数積層することで、半導体単層からなるシングル
接合型太陽電池を越える理論効率が期待される。より高効率な太陽電池セルの開発を巡
り、日本をはじめドイツ、米国、中国等の各メーカーは、独自の強みを活かした多様な
開発競争を繰り広げている。
　一方で、太陽電池セル開発の新たな潮流として、第 3 世代太陽電池と呼ばれる量子ドッ
ト太陽電池等の研究が開始されている。量子ドットを太陽電池セルへ応用すれば、①量
子ドットサイズの調整による光の透過損失の低減、②電子のエネルギー緩和時間の増大
によるキャリア数の増加、③ミニバンドの形成によるキャリアの移動エネルギー損失の
低減、の 3 点が利点になり得る。ただし、これらは理論的あるいは一部実験的には達成
されつつあるが、まだまだ克服すべき研究課題は多い。特に、量子ドットを規則的かつ
安定的に配列することは難しく、しかも汎用的な材料でこれを達成しなければならない。
　これまで我が国において太陽電池セルの開発を牽引してきた産業界は今、競争が激化
しつつある薄膜やタンデム型の開発に資金および人的リソースを注力しており、長期的
な視点に立った革新的な研究開発が手薄になることが懸念される。大学や公的研究機関
は、産業界と連携しながら、より基礎研究の強化と人材の育成に力を注ぐべきであろう。
これらに対する産業界からの要望は強い。
科学技術動向
概　要
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	情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
　2007 年11月、フロリダ中央大学の Christodoulides 教授のグループは、エアリビー ム（Airy beam）と呼ばれる、
左右非対称でかつ特殊な繰り返し強度パター ンを持つ光のビー ムを用いることにより、シャープさを保ったまま
一方向に曲がる光の軌跡の観測に成功した。エアリビー ムの性質は理論的に予測されていたが、実際に観測さ
れたのは初めてである。この光の性質は、物理現象として興味深いだけではなく、ナノ粒子をつかむ光ピンセッ
トや光ファイバーの改良にも応用できると考えられており、今後、回折限界を突破する新しい光学技術への展
開も期待される。
トピックス1　空気中で光の軌跡が曲がる現象を初めて観測
参　考
1） G.A. Siviloglou, J. Broky, A. Dogariu, and D.N. Christodoulides, Physical Review Letters99 (2007, Nov.) 213901
2） Physical Review Focus: http://focus.aps.org/story/v20/st19
3） M.A. Bandres, and C. Gutiéreet, Optics Express Vol. 15 (2007, Dec.) 16719
4） PHYSORG.com Nov. 29 (2007): http://www.physorg.Com/news115556629.html
　光は電磁波の一種であり、波動の性質として回
折や干渉を起こす。近接する 2 つのスリットに
光を当てると、後方に縞模様の干渉パターンが現
れることはよく知られている。しかし、重力場
中や物質中以外では、光は曲げられることはな
く、その様な現象を観測することはできていな
かった。2007 年 11 月に、フロリダ中央大学の
Christodoulides 教授のグループは、エアリビーム
（Airy beam）と呼ばれる、左右非対称でかつ特殊
な繰り返し強度パターンを持つ光のビームを用い
ることにより、シャープさを保ったまま一方向に
曲がる光の軌跡を観測することに成功した１、２）（図
表）。エアリビームの性質は 1979 年に理論的に予
測されていたが、実際に観測されたのは今回が初
めてである。
　通常のレーザービームは中心部が強く周辺部で
は弱いスポット形状をしており、遠くに伝わる程
スポットがぼやける。これは、レーザーポインタ
などでよく経験することである。ところが、エア
リビームと呼ばれる周期的かつ特殊なスポット形
状にすると、スポットの明るい部分は回折のため
に曲がるが、その軌跡はシャープさを保ったまま
伝わることが理論的に予測されていた。しかし、
複雑なビームパターンであるため、実際に作り出
すことは難しかった。
　 今 回 の 実 験 で は、 ア ル ゴ ン レ ー ザ ー（ 波 長
488nm）の発振ビームを、コンピュータ制御の液
晶で作製した位相変調板で反射させ、さらに反射
光をレンズで集光して、幅 1 ㎜程度の 1 次元のエ
アリビームを作り出した。そのエアリビームの断
面を CCD カメラで撮影し、伝搬距離毎の様子を調
べた。その結果を用いて再現したエアリビームの
軌跡の像が、図表である。
　図表は、幅 3.2 ㎜の領域を伝搬方向に 30cm に
わたって調べた像であり、伝搬方向は圧縮して描
画してある。エアリビームは、エネルギー的には、
回折により全体として左右に拡がりながら伝搬し
ているが、右側の明るい軌跡の部分がシャープさ
を保ったまま右側に曲がっていく現象が観測され
ている。Christodoulides 教授らは、同じ手法を用
いて 2 次元のエアリビームも作り、同様に軌跡が
曲がることも明らかにした。
　従来、理論的に研究されていたエアリビームと
は、明暗の縞パターンの強度比が小さくなりつつ
続く無限幅のビームであったが、今回作り出され
た有限幅のエアリビームでも理想的なエアリビー
ムの特性を維持していることを実験的に示した意
義は大きい。今回の実験結果を受けて、有限幅の
エアリビームの伝搬特性に関する詳細なシミュ
レーションが直ちに行われた３）。
　軌跡が曲がり、かつ、そのシャープさを保つと
いう光の性質は、物理現象として興味深いだけで
なく、ナノ粒子をつかむ光ピンセットや光ファイ
バーの改良にも応用できると考えられ４）、将来的
には、回折限界を突破する新しい光学技術への展
開も期待される。
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下側より入射したエアリビームの光線が、右に曲がって
いく様子（表紙カラー図参照）
（Ⓒ 2007 The American Physical Society）
参考文献 2）より転載
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　（財）地球環境産業技術研究機構（以下「RITE」）は、
CO2 の地中貯留技術の一つとして、火力発電所等
で大量に発生する CO2 を地熱岩体に注入し、岩石
と地中で反応させて、CO2 を炭酸塩鉱物等として
安定的に地下貯留する手法（ジオリアクター）を
考案し、2007 年 11 月に報告した１）。
　従来から、CO2 を地下に圧入貯留する技術は、
二酸化炭素地中貯留技術（CCS）として知られて
おり、CO2 排出抑制を実現する現実的な技術オプ
ションとして位置付けられている２）。地下貯留サ
イトとして廃油田やガス田を容易に活用できる欧
米諸国を中心に、すでに中長期の安全性評価を含
む実証試験が進展中で、実用化目前の段階まで進
んでいる３）。
　一方、廃油田などの乏しい日本国内では、地下
貯留サイトとして主として帯水層と呼ばれる地下
1000 ～ 3000m の地質構造が検討されている。
　しかし、帯水層の温度は、通常 40℃前後と低い
ため、地下に高圧で注入された CO2 は、周囲の岩
石とはほとんど反応せずに、気体状態で長期にわ
たり存在し続ける可能性がある。このため、高圧
の CO2 を地下貯留する際に、長期安全性を確証す
る上で検討課題が多く残されている。
　RITE が考案したジオリアクターという方法で
は、地熱エネルギーを利用し、CO2 と岩石中のカ
ルシウム成分などとの化学反応を促進し、CO2 を
固体の炭酸塩鉱物として沈殿生成させることで固
定化する。この方法は、岩石亀裂中に炭酸塩が沈
殿する際に、セルフシーリングによって地層中で
のCO2 貯蔵の密封性を上げる効果がある。したがっ
て、従来よりも安全性の高い地下貯留システムで
 エネルギー分野	 TOPICS	 Energy
　2007 年11月、（財）地球環境産業技術研究機構は、CO2 の地中貯留技術の一つとして考案したジオリアクター
という方法の実証実験について報告をした。ジオリアクター では、地熱エネルギーを利用し、CO2 を岩石中の
カルシウムと反応させ、安定した炭酸塩鉱物等として地中に貯留する。今回、（財）電力中央研究所の秋田県雄
勝実験場において、地下1000m の地熱岩体にCO2 を溶かした河川水を注入する原位置試験を実施した。地
中原位置での CO2 固定試験は世界でも初めてであり、特に地熱エネルギーが豊富な我が国にとっては、安全
な CO2 貯留技術として期待される。
トピックス2　地熱を利用した二酸化炭素の安定的貯留法
あると期待されている。
　今回 RITE は、（財）電力中央研究所の雄勝実験場
（秋田県）において、地下 1000m の地熱岩体に実
際に CO2 を溶かした河川水を注入する原位置試験
を実施した。また、室内試験によって、炭酸塩（方
解石）が沈殿する際の、各種の反応パラメータ（反
応速度、温度・圧力条件）を調査している。今後、
さらに、シミュレーション解析などの実用性評価
を行った後に実プラント設計を開始し、2009 年度
以降に、CO2 処理量 1 万 t-CO2/ 年規模のミニプ
ラントを建設し、実証試験を実施する。また、本
手法が適用可能な地熱地域の分布状況についても
調査を行う計画である。
　地熱を利用した同様の貯留法の検討は、アイス
ランドでも室内試験が行われているが、原位置で
の固定試験を行った報告例は今回が初めてである。
　本手法は地熱エネルギーの豊富な我が国にとっ
て、安全な CO2 排出削減技術として有望である。
地熱を利用した地下貯留法の概念図
参　考
1） RITE、平成19年度プログラム研究開発・技術開発促進事業合同成果報告会資料 (2007年11月1日 ):
       http://www.rite.or.jp/Japanese/kenki/koubo/07seika/19yoshisyu/PG_3.pdf
2） IEA Greenhouse Gas R&D Program: http://www.ieagreen.org.uk/ccs.html
3） IPCC Special Reports“Carbon Dioxide Capture and Strage”: http://www.ipcc.ch/ipccreports/srccs.htm
出典：参考文献 1）
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　ポリロタキサンゲル（トポロジカルゲル）は、
2001 年に東京大学の伊藤耕三助教授（現教授）ら
が初めて合成し発表した、興味深い特徴を有する
高分子ゲル注 1）である。これは複数の環状分子（シ
クロデキストリン）が一本の線状高分子（ポリエ
チレングリコール）に貫かれ、ポリエチレングリ
コール鎖の両端をかさ高い置換基でキャップして
シクロデキストリン注 2）が脱落しないようにした
ポリロタキサンのシクロデキストリンを分子間で
結合させて高分子鎖を架橋した構造になっている
（図参照）。
　従来の高分子ゲルが架橋点が固定されているの
に対し、ポリロタキサンゲルは高分子鎖上を動く
ことができるシクロデキストリンを通じて架橋が
行われているために架橋点が動くことに大きな特
徴がある。この特徴により、延伸あるいは膨潤時
に応力あるいは張力が分散できるため、従来のゲ
ルと比較して格段に破壊が起こりにくく、約 24 倍
の延伸率、乾燥重量の 24,000 倍まで膨潤するゲル
が作製されている。また、生体に近い力学特性を
有すること、生体適合性が高いことも報告されて
いる。
　このような興味深い特性を有するポリロタキサ
ンゲルは、医療用生体材料、プラスチック、塗料
材料、化粧品、生活用品などへの応用が期待され
ている。伊藤教授らは大学発のベンチャー企業で
あるアドバンスト・ソフトマテリアルズ（株）を
2005 年 3 月に設立し、実用化の検討を進めてきた。
2007 年 11 月 29、30 日に開催された高分子学会
主催のポリマー材料フォーラムにおいて、アドバ
ンスト・ソフトマテリアルズ（株）から、化粧品分
野での実用化検討の進捗状況が発表された。
　ポリロタキサンゲルは、化粧品材料としては、
生体適合性に加えて、高い保湿性および調節可能
な粘弾性と機械的強度、肌に対する良好な密着性
 ナノテク・材料分野	 TOPICS	 NanoTechnology & Materials
　架橋点が動くという興味深い特徴を有するポリロタキサンゲルは、延伸あるいは膨潤時に応力あるいは張力
が分散できるため、従来のゲルと比較して格段に破壊が起こりにくい。また、生体に近い力学特性を持ち、生
体適合性が高いなどの特徴も報告され、医療用生体材料、プラスチック、塗料材料、化粧品、生活用品など
への応用が期待されているため、東京大学の伊藤耕三教授らは、2005年3月に大学発のベンチャー企業であ
るアドバンスト・ソフトマテリアルズ（株）を設立し、ポリロタキサンゲルの実用化への検討を進めてきた。2007
年11月のポリマー 材料フォーラムにおいてその進捗状況が発表され、これらの特徴を生かせる化粧品のフェイ
スマスク（シ トー状パック剤）を作製できたと報告された。ゲルの製造法も改善し、生産性を向上させる手法
を見出した。
トピックス3　ポリロタキサンゲルの化粧品としての実用化検討
ポリロタキサンゲルの構造模式図
などの特徴を有する。これらの特徴を生かせる化
粧品として、まず、フェイスマスク（シート状パッ
ク剤）を選び、実用化検討が進められた。フェイ
スマスクは数分～数十分間皮膚に貼付して使用す
る化粧品で、水分を含んだシートによる保湿効果
と美容成分の経皮吸収を目的とする。シートは顔
の凹凸に沿う柔らかさと持ち上げたときに破れな
い機械的強度が必要であり、肌に触れる際の使用
感も重要になるが、ポリロタキサンゲルを使用す
ることにより、これらの条件をほぼ同時に満足す
るシートを作製できた。
　実用化に際しては、コストを意識した量産可能
な製造法の開発が必須である。ポリロタキサンゲ
ルのシクロデキストリンに置換基を導入して修飾
することにより、使用する溶媒量の減少および架
橋時間の大幅な短縮など、生産性が向上した。
　アドバンスト・ソフトマテリアルズ（株）によれば、
商品化はまだ先との事であるが、化粧品としては
さらに口紅なども検討されている。
注 1　高分子ゲル：高分子が架橋することにより三
次元的な網目構造を形成し、その内部に溶媒を吸
収して膨潤したもの。
注 2　シクロデキストリン：6 ～ 8 個のグルコース
が結合して環状構造をとった環状オリゴ糖。
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　高度成長期以後に建設された橋梁やダム、トン
ネルなど経年による老朽化構造物に対して、適切
な維持管理および延命化が求められている。コン
クリート構造物においては、劣化状態とその経年
変化を正確に把握し、また、構造物補修後の効果
を精度よく診断する方法が必要とされている。
　構造物全体の健全性を評価する場合、試料採取
による強度試験では、試料採取が可能な箇所に評
価が限定され、構造物全体の不良箇所を評価する
ことができない。近年、コンクリートを傷つけず、
可視化によって全体の健全性を評価する非破壊検
査の一つとして、弾性波を用いた研究開発が行わ
れている。
　健全なコンクリートに比べ、クラックや劣化が
進んだコンクリート構造物内では、弾性波がク
ラックや空
く う げ き
隙などで反射や回折をするために、伝
播時間が遅くなる。この性質を利用し、米国材料
試 験 協 会（American Society for Testing and 
Materials）から提案されている弾性波速度とコン
クリート品質の判断基準から構造物の健全性を評
価できる。しかし、弾性波はＸ線と異なりコンク
リート内での伝播経路が複雑であるため、クラッ
クなどの損傷を3次元的に評価し、それを可視化
することが困難であり、これまでは2次元分析に
よる方法か、あるいは多数の2次元断面を計測し
補間する擬似3次元による方法であった。
　2007年12月、飛島建設㈱と日本大学理工学
部の小林義和専任講師は、産学連携による共同
開発により、3次元構造物健全性診断システム
（DaCS-3D：Damage Diagnosis System for Civil 
Structure with 3D  Tomography ）を開発し、実
用化したことを発表した。
　この共同研究では、対象領域を有限要素法により
任意形状の要素に分割した3次元波線追跡手法注）
や、波形自動読取ソフトを導入した独自の3次元
	社会基盤分野	 TOPICS	 Infrastructure
　コンクリー ト構造物の劣化状態とその経年変化を正確に把握し、また、補修後の効果を精度よく診断する方
法が必要とされている。飛島建設㈱と日本大学理工学部の小林義和専任講師は、あらゆる断面の速度構造を評
価できる3 次元構造物健全性診断システムを共同開発し、実用化した。従来は、構造物の健全性を評価する
非破壊検査は、2 次元あるいは擬似3 次元による方法であったが、このシステムにより構造物の表面や内部全
体の老朽化進行状況および、補修あるいは改修後の効果を的確に評価でき、2 次元や 2 次元の補間ができな
い断面も任意に抽出し、評価することができる。今後、データベ スーの構築により、構造物健全性評価基準の
精度向上を図ることができると考えられる。
トピックス4　3 次元可視化診断によるコンクリー ト構造物の非破壊検査
トモグラフィ処理プログラムの開発により、セン
サを表、裏、側面の3面に配置することで、従来
よりも少ないセンサー数でもあらゆる断面の速度
構造を評価することができ、3次元健全性診断と
その可視化を可能とした。
　この技術は、以下の①②の特徴を有している。
①3次元可視化により包括的な評価が可能で、2次
元や2次元の補間ができない断面も任意に抽出・
評価ができる。
②解析期間は、擬似3次元化時に比べ約7分の1に
短縮している。
　その結果、構造物の表面や内部全体の老朽化進
行状況および補修あるいは改修後の効果を的確に
評価できる。
　今後、我が国のコンクリート構造物の損傷程度
と弾性波速度の関係事例を収集し、データベース
を構築することによって、構造物健全性評価基準
の精度向上を図ることができると考えられる。
注：速度分布算出の逆解析過程において波動の伝
播経路を計算する手法
ダム構造物の健全性診断例（表紙カラー図参照）
提供：飛島建設（株）
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（青は健全、黄→赤になるほど健全性が低い）
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　太陽は、表面（光球）の温度は約6,000度であ
るが、上層大気（コロナ）の温度は100万度を超
えている。低温側から高温側へ熱エネルギーを輸
送できないため、熱以外の形態でエネルギーがコ
ロナに輸送され、そこで熱に変換される現象が起
こっていると考えられる。太陽内部では、激しい
対流運動が起こっており、この対流の運動エネル
ギーがコロナを加熱するおおもとのエネルギー源
と推定されているが、この様なエネルギーをコロ
ナへ運ぶプロセスは未だ発見されていない。これ
は、コロナ加熱問題と呼ばれ、天文学の大きな謎
の一つである。
　可視光で見た太陽には、顕著な活動が無く、黒
点が識別できるぐらいである。しかし、1991年8
月に打ち上げられたX線太陽観測衛星「ようこう」
により、コロナが予想をはるかに超えて活発に活
動し、絶えず構造が変化していること、フレア（太
陽面爆発）等のコロナでのダイナミックな現象に
おいて、磁力線再結合または磁気リコネクション
と呼ばれる磁力線のつなぎかわりが中心的な役割
を果たしていることなどが解明された。
　コロナ加熱問題等を解明することを目的とした
太陽観測衛星「ひので」は、(独)宇宙航空研究開発
機構（JAXA）と国立天文台との協力により開発
され、2006年9月に打ち上げられた。「ひので」は、
地上の約10倍の分解能（約0.2秒角）の可視光磁
場望遠鏡による太陽表面（光球・彩層）の3次元
磁場計測、「ようこう」の約3倍の解像度（約1秒角）
のX線望遠鏡によるコロナの構造・変動の観測お
よび太陽･太陽圏観測衛星「SOHO」の約10倍の
感度の極端紫外線撮像分光計によるコロナの密度・
温度・運動の観測等を行うことができ、太陽風の
発生源、彩層における小規模ジェット現象等の新
たな発見をしつつある。
	フロンティア分野	 TOPICS	 Frontier
　太陽の表面の温度は約6,000度であるが、上層大気(コロナ)の温度は100万度を超えている。この事象は、
コロナ加熱問題と呼ばれ、天文学の大きな謎の一つである。コロナ加熱問題では、極めて多数の小規模爆発
現象によるとするナノフレア加熱説と太陽表面から伸びる磁力線が、太陽表面の対流運動等により揺すられる
ことで、エネルギーがコロナに運ばれ、そこで熱に変換されるとする波動加熱説の2つが有力視されている。
(独)宇宙航空研究開発機構(JAXA)と国立天文台が共同で開発した太陽観測衛星｢ひので｣により、波動加熱説
で重要な役割を果たすアルベン波の存在が確認された。2007年12月7日発行の米科学誌「Science」は、この
アルベン波に関するものを含め9編の論文が掲載された｢ひので｣特集であった。｢ひので｣の今後の観測により、
コロナ加熱問題の解明がさらに進むものと期待される。
　2007年12月7日発行の米科学誌「Science」は
「ひので」特集号であり、9編の関連論文が掲載さ
れた。前記の発見が報告されたほか、国立天文台
の岡本丈典特別共同利用研究員らが発表した論文
では、可視光磁場望遠鏡により、コロナに浮かび、
温度が1万度程度のガスのかたまり（プロミネン
ス）の運動を観測し、コロナにおいて磁力線に沿っ
て進む横波（アルベン波）が初めて発見されたこ
とが報告されている。アルベン波の存在は、太陽
表面から出る磁力線が、太陽表面の対流運動等に
よって揺すられることで、エネルギーがコロナに
運ばれ、そこで熱に変換されるという波動加熱説
を支持する。コロナ加熱問題では、極めて多数の
小規模爆発現象によるとするナノフレア加熱説も
有力である。「ひので」の今後の観測により、この
謎の解明がさらに進むものと期待される。
トピックス5　太陽観測衛星 ｢ひので｣ によるコロナ加熱問題の解明
参　考
1） Science 誌 2007 年 12 月 7 日号
2） ｢ 米科学誌 “Science” 等における『ひので』の特集
号の発行について ｣(http://hinode.nao.ac.jp/news/
071207PressRelease/)
提供：JAXA/ 国立天文台 ( アルファベット順 )
コロナに浮かぶプロミネンス
プロミネンス
スピキュール
プラージュ 黒点
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科学技術動向研究
地球変動予測を意識した
21世紀の海洋観測
滝沢　隆俊
客員研究官
　2007 年 2 月 に 発 表 さ れ た
IPCC（気候変動に関する政府間
パネル）第４次評価報告書第１作
業部会報告書（自然科学的根拠）1）
は、地球の気候システムに温暖化
が起こっていると断定するととも
に、人為起源の温室効果ガスの増
加が温暖化の原因とほぼ断定して
いる 2)。この報告書には、地球シ
ミュレータを用いた予測結果が取
り入れられるとともに、我が国の
研究者の論文も数多く引用される
など、日本の貢献は大きかった。
地球規模の将来予測では、第 3 次
評価報告書（2001 年）に比べて、
計算科学の進歩や計算機資源の充
実、および温暖化過程の科学的理
解の深化を反映して、より踏み込
んだ内容となっている。報告書が
地球温暖化が起こっていると断定
できたのは、1990 年以降強化さ
れた国際共同観測から得られた地
球、とりわけ海洋や寒冷圏での観
測結果が、1990 年以降に大きく
発達した気候変動モデル計算の初
期値あるいは検証データとして活
用可能となったためであり、観測
が提供するデータなしに予測研究
は成立しない。したがって、今後
のさらなるモデル高度化に伴っ
て、入力のデータセットと出力結
果の検証データとして不可欠な観
測データの蓄積は、ますます重要
となってくる。
　観測と言っても、気象観測、水
文観測など多様である。しかし、
地球表面積の 70％を占める海洋
は、気候変動を支配する最重要因
子であるにもかかわらず、全海洋
を一元的に観測する手立てについ
て十分な議論がなされたとは言え
ない。本稿では、海洋観測の現場
を取り上げ、地球変動予測に欠か
せない海洋観測データ取得のある
べき姿について検討する。
1  はじめに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
2  地球変動研究に求められる海洋観測● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　地球規模の環境変動が現実味を
帯びており、我が国でも「21 世紀
環境立国戦略」3) において、解決
に向けて正面から取り組んで行く
ことを表明している。変動予測に
向けて、予測モデルの高度化につ
いては、計算機科学の急速な進
化もあり、今後も大きく進展す
ると考えられる。一方で、地球
観測サミット注 1）やそれを受けた
GEOSS 4) 注 2）の実施に代表され
るように、地球規模での観測デー
タの必要性も今や国際的コンセン
サスを得ている。海洋に関しては、
気象観測では当たり前になってい
る全球観測システム、世界中の海
すべてをリアルタイムに観測する
体制の確立が望まれている。
■ 用 語 説 明 ■
注1　地球観測サミット：エビアンG8サミット（2003年6月）において、地球温暖化による砂漠化の急速な進展、水資源
の不足などの危機を回避するためには、地球規模の諸現象について、正確かつ広範な規模で観測情報を取得し、流通させ
る必要性が認識された。これを受けて、小泉内閣総理大臣の提唱により、地球観測サミット（閣僚級会合）の開催が合意さ
れ、第1回地球観測サミット（2003年7月、米国）、第2回地球観測サミット（2004年4月、日本）が開催された。
注2　GEOSS (Global Earth Observation System of Systems)：G8諸国を含む約60の国と約30の国際機関が
参加した第3回地球観測サミット（2005年2月ブリュッセル）において、「全球地球観測システム(GEOSS)」の構築を国際協
力の下で推進するための、GEOSS10年実施計画が承認された。GEOSS10年実施計画では、各国政府および各関係国際機
関がそれぞれに構築した観測システム等の複数の構成要素を統合化して、全体として調和のとれたGEOSSを効果的に構
築することを目指している。
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地球変動予測を意識した２１世紀の海洋観測
　IPCC 第１次評価報告書（1990
年）には、「人為起源の温暖化ガ
スによる温暖化シグナルの検出に
は 10 年かかる」と述べられてい
たが、実際に温暖化の断定まで
に 15 年以上を要した。このよう
に、地球規模の研究では結果が出
るまでに何年もかかる。特に、海
流などの多くの現象は 10 年、20
年と言った周期で変化するので、
観測をそれ以上続けなければ有意
な結果は出ない 5)。第 4 次評価報
告書が、地球の気候システムに温
暖化が起こっていると断定できた
のは、我々が長年にわたり、国際
協力の枠組みのなかで努力して観
測データを蓄積してきた結果であ
る。
２‐１
第 4 次評価報告書を受けて
次にすべきことは？
　第 4 次評価報告書を受けて、数
年後の第 5 次評価報告書に向けた
次の動きがすでに始まっている。
文部科学省の施策「21 世紀気候変
動予測革新プログラム」（平成 19
～ 23 年度）では、「IPCC 第 5 次
評価報告書をはじめ、地球温暖化
対応のための政策決定に貢献する
日本モデルの発展型の開発を行
う」と述べられている。地球シミュ
レータを用いて研究を進めている
日本の研究グループ（東京大学気
候システム研究センター、（独）国
立環境研究所、（独）海洋研究開発
機構の合同チーム）が第 4 次評価
報告書のために構築した「21 世紀
気候変化予測のための大気・海洋・
陸面結合モデル」は、大気側にお
いて水平方向に間隔約 100km、
鉛 直 方 向 に 高 度 40km ま で 56
層、また海洋側において水平方向
に間隔約 20km、鉛直方向に海底
まで 48 層、という格子で構成され
ており、世界で最も高い解像度を
有する。この程度の格子解像度に
なって初めて、梅雨前線や黒潮と
いった現象の再現が可能になる 6)。
100km、20km といった格子間
隔であっても、全球で計算を行う
格子点の総数は、大気側で 400
万点、海洋側で 5,000 万点になり、
このモデルで約100年間のシミュ
レーションを行った場合、地球シ
ミュレータをもってしても数ヶ月
かかる計算規模になる。
　これまでの温暖化予測は、この
ようなモデルを用いて 100 年後、
21 世紀末の時点に重点をおいて
モデル実験を行ってきた。しかし、
多くの人々にとってより関心があ
るのは「自分が生きているうちに、
可愛い子供の世代に、即ち 20 年、
30 年といった期間で何が起こる
か？」ではないだろうか。今後の
温暖化予測では、こうした時間ス
ケールを念頭において施策決定に
強い影響を与える、より高精度か
つ高分解能の予測が要求される。
しかし、モデルによる予測結果の
みでは、検証されない限り、根拠
の脆弱な推測にとどまり、施策へ
応用可能な予測には決して成り得
ない。その信頼性を高めるには、
予測モデルに対応した高精度かつ
高分解能の観測データが強く求め
られる。
２‐２
海洋観測から
海洋監視への転換
　これまでは、海の特定の場所で
興味のある現象を、細かく見るこ
とが観測であると考えられること
が多かった。その観測で明らかに
なった知識を分析したり、数値モ
デルで再現したり、それを統合し
て新しいことが分かるといった手
法である。このような観測は、注
目する現象の代表的時空間スケー
ルを考慮して、知りたい対象やそ
の物理・化学などの諸過程に合
わせて観測計画を立てるもので、
「プロセス研究のための分析的な
観測」と定義できる。研究対象領
域が明確であり、一定の成果をつ
ねに求められている研究者にとっ
て扱い易い手法である。しかし、
全球海洋像を把握しようとする観
点からは、目的・手法および対象
領域が多種多様である分析的観測
データの集合が、正しい海洋像を
現せる保証はない。正確に全球海
洋像を把握し、地球変動予測に資
するデータを得るためには、標準
化された計測（観測）を広範に行う
“海洋監視”7) という考え方が要
求される。
3  我が国での海洋監視を意図した国際的なプロジェクト●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
３‐１
アルゴ (Argo) 計画による
全海洋規模の
モニタリング観測
　アルゴ (Argo) 計画は、世界気
象機関 (WMO)、ユネスコ政府間
海洋学委員会 (IOC) 等の国際機関
および 各国の関係諸機関の協力
のもと、全世界の海洋の状況をリ
アルタイムで監視および把握する
システムを構築する国際プロジェ
クトである 8)。2007 年現在、ア
ルゴ計画に参加しているのは、米
国、日本、フランス、ドイツ、韓国、
オーストラリア、イギリス、カナ
ダ、インド、中国など 29 カ国で
ある。アルゴ計画の要となるのは、
水深 2,000m から海面までの間を
自動的に浮き沈みして水温と塩分
等を測定することができるアルゴ
フロートである（図表 1）。アルゴ
計画では、このフロートを世界中
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の海洋で約 3,000 台稼動させるこ
とを目標としている。これが達成
されると、深層を除く海洋の全体
構造が、平均間隔約 300km（緯度・
経度にして約 3 度毎）で、実況（約
10 日毎に）として捉えることが可
能になる。
　アルゴフロートには自身の浮
力を調整する機能が内蔵されて
おり、海中に投入されるとまず
予め設定された漂流深度（通常
1,000m）まで沈む。一定期間（通
常 10 日間程度）その深さで漂流
した後、いったん観測最深層（通
常 2,000m）ま で 降 下 し て か ら、
海面に向かって浮上しながら水温
や塩分等の鉛直分布を測定し、海
面浮上後にアンテナから衛星経由
で測定データを伝送する。通信が
終わると、再び漂流深度まで沈む。
アルゴフロートは、このような沈
降 / 浮上サイクルを 3 ～ 4 年に
わたって繰り返せるように設計さ
れている（図表 1）。
　アルゴ計画により、世界の海洋
の水温と塩分の 3 次元構造が準リ
アルタイムで連続的に把握できる
ことになる。海洋研究にとっては、
いわば、海のアメダス（AMeDAS:
気象庁の自動気象観測ロボット）
とも言える画期的なシステムであ
る。アルゴ計画の順調な進捗は、
2007 年 11 月 30 日 に 南 ア フ リ
カ（ケープタウン）で開催された第
4 回地球観測サミットにおいて、
GEOSS の初期成果として報告さ
れた。
　日本のアルゴ計画は、外務省、 
文部科学省、水産庁、国土交通
省、 気象庁、海上保安庁、（独）海
洋研究開発機構および外部有識
者から構成される「アルゴ計画推
進委員会」によって推進されてい
る。特に、フロートの展開および
観測データの品質管理とその配信
等は、（独）海洋研究開発機構が大
半を担当し、残りを気象庁および
（独）水産総合研究センターが分担
している。
図表 1　アルゴフロートの断面図（上）と動作概念図（下）
　アルゴ計画全体は、2007 年 10
月末には展開目標の 3,000 台に到
達し（図表 2）、今後は「持続的ア
ルゴ計画」に移行できるかが焦点
となっている。日本のフロートは
369 本で、数としては米国に次ぎ
世界第 2 位の貢献をしている。ア
ルゴフロートの寿命から、全世界
の 3,000 台を維持するには年間約
800 台の新規投入が必要とされて
おり、そのうち 100 台程度が日
本に期待されている。アルゴ計画
は、気象庁の中・長期予報の精度
向上やエルニーニョ現象の予測な
ど、我々の生活に直接影響する情
報を提供する。また、今後の温暖
化研究にとって不可欠な海洋情報
を与えるものであり、継続的な計
画遂行が期待されている。
３‐２
国際定線・炭素循環観測計画
（IRHC: International 
Repeat Hydrography and 
Carbon Project）9) 注 3）
　温暖化効果気体などによって増
加した地球の熱量の約 85％は海
洋に吸収され、海水を膨張させ海
面を上昇させている 1、10)。全球海
洋における貯熱量の変化を知るこ
とは、温暖化を理解する上でも、
衛星アンテナ
水温・塩分
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油室の体積を
減少させる
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観測最深層（2,000m）まで降下し、
観測しながら海面まで浮上
設定深度（1,000m）まで
降下した後、
深度を保ったまま漂流
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図表 2　全世界のアルゴフロートの展開図（2007 年 10 月末に、目標の 3,000 台に到達）
また気候モデルの評価という側面
においても重要である。多くの海
洋観測結果は、1990 年代後半よ
り海洋表層の全球的な水温の上昇
を示している。例えば Levitus et 
al.(2005) は、1955 年 か ら 1998
年の間に海面から深さ 3,000m ま
での水柱の平均水温が 0.037℃
上昇した（貯熱量変化としては、
0.2W/ ㎡）と見積もっている 10)。
海洋は大気の約 1,000 倍の熱容量
を持つので、仮にこの熱が海洋に
蓄えられずに大気を温めるのに使
われたとすると気温が約 37℃も
上昇したことになる。
　ここに示したような海洋におけ
る水温上昇と海洋が本来持つ十年
ないし数十年スケールの変動とを
区別し、温暖化のトレンドを正し
く検出するためには、全球／大洋
スケールでの海洋内部の水温場
や密度場の変動、熱の南北輸送
などを正確に評価し、その物理
的要因を明らかにする必要があ
図表 3　日本がこれまでに行った観測線（左）と IRHC として定めた測線（右）
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■ 用 語 説 明 ■
注3　International Repeat Hydrography and Carbon Project（国際定線・炭素循環観測計画）：2005年、
日本で開催されたInternational Repeat Hydrography and Carbon Workshopで合意された国際協同観測。ポストWOCE
としての海洋の再観測と炭素循環観測研究を持続的に行うとともに、観測データの流通・統合を行う事を目的とし
た、CLIVARとIOCCP（The International Ocean Carbon Coordination Project：IOCとSCOR（Scientific Committee on 
Oceanic Research：海洋研究科学委員会））の公認プロジェクトである。
注4　CLIVAR（Climate Variability and Predictability：気候の変動性および予測可能性研究計画）：WCRP注5)
の1プログラムで、その目的は、全気候システム内の海洋と大気の相互作用の役割に焦点を当て、地球の気候システムを観
測、再現、予測することである。
注5　WCRP（World Climate Research Programme：世界気候研究計画）：WMO（世界気象機関）が中心となっ
て行っているWCP（世界気候計画）のサブプログラムの一つであり、ICSU（国際学術連合会議）およびIOC（政府間海洋学
委員会）が協力して資金協力している。WCRPの目的は、(1)気候がどこまで予測可能かを究明し、 (2)人間活動の気候へ影
響の程度を評価するために必要な、物理的気候システムおよび気候プロセスの科学的理解を発展させることである。
出典：アルゴ計画ホームページより http://www.argo.ucsd.edu/
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る。そのため、国際プロジェクト
CLIVAR（気候変動および予測可
能性研究計画）注 4）の活動の一つと
して、国際定線・炭素循環観測計
画（IRHC: International Repeat 
Hydrography  and  Carbon 
Project）が進行中である。それは、
過去に WOCE（世界海洋大循環
実験）注 6）が行った各大洋を横断あ
るいは縦断する高精度な観測を、
再び行い、WOCE の観測結果と
比較研究するというものである。
この計画では、担当する観測線が
国毎に決められており、我が国
では、（独）海洋研究開発機構が海
洋地球研究船「みらい」を用いて、
1999 年の WHP-P1 ライン（47ﾟ N
に沿って太平洋を横断する測線）
の観測を実施したのを皮切りに、
ほぼ 2 年ごとに、主に北太平洋を
横断・縦断する大規模観測を実施
している（図表 3）。1999 年に引
き続いて 2007 年に行われた「み
らい」による P1 ラインの再観測
は、測点数 115 点、測定項目は、
水温、塩分、流向流速、溶存酸素、
栄養塩、炭酸系物質、フロン類、
微量金属、同位体、海底地形、海
上気象など多岐にわたるもので、
太平洋を横断するのに 1 ヶ月を要
する大規模な観測であった。
　IRHC の成果としては、 例えば
南極オーバーターンと太平洋深層
水の水温の変動を発見したことが
挙げられる。太平洋の海底付近は、
南極環海で海底まで達するオー
バーターン（海面で海氷ができる
事により作られた重い水が海底ま
で沈みこむこと）によって形成さ
れ、南太平洋西岸を経て北太平洋
に流入する周極深層水（CDW）で
占められている。「みらい」の観
測結果とこれまで実施された他の
再観測ラインとを共に解析した結
果、過去 10 ～ 20 年の間に太平
洋で CDW の経路に沿って底層水
温が有意に上昇していることが判
明した 11、12)。この結果は、太平
洋全体の深層循環が減速するよう
な変化が生じていることを示唆し
ている。
　同様の大循環像の変化と関連あ
る観測事実は、近年、次々と発見
されてきている。大西洋において
は、1957 年から 2004 年までの
間に、海洋コンベヤベルトの出発
点である大西洋オーバーターン
（グリーンランドの東沖で、寒冷
な大気により冷やされ重くなった
表層水が海底まで沈みこむこと）
が 30％減速したという観測結果
が出されている 13)。また、南大
西洋底層において約 0.04 度の水
温上昇が報告されている 14)。海
洋コンベヤベルトが止まった事
が、約 12,000 年前には急激な寒
冷期、即ちヤンガードリアス期注 7）
を引き起こしたとされている。温
暖化すると海洋コンベヤベルトが
止まるとの予測もあることから、
その変動について継続的な海洋監
視が非常に重要である。
　このような海洋変動に関する知
見は、1980 および 90 年代に行
われた WOCE に代表される大洋
の縦断あるいは横断する高精度の
観測データと、それと同質、ある
いはより高精度化している 2000
年代の観測データとの比較によっ
て、可能になったものである。こ
のような実測データは、アルゴ
計画、全球炭素循環プログラム
（GCP）注 8）に対する基準観測デー
タとなっていることから、今後も
継続していく必要がある。
３‐３
係留ブイによるエルニーニョと
インド洋ダイポール現象の
海洋監視網 15)
　西部太平洋赤道域および東部イ
ンド洋赤道域には、暖水プールと
呼ばれる世界中で最も暖かい海水
があり、その変動は全球規模の気
候変動である、太平洋のエルニー
ニョ現象、インド洋のインド洋ダ
イポールモード現象 16) と密接な
関係がある。太平洋熱帯域におけ
る気候変動研究は、エルニーニョ
現象の観測と予測を目標に掲げて
TOGA（Tropical Oceans and 
Global Atmosphere： 熱 帯 海 洋
と全球大気 , 1985-1994) 計画と
して 1985 年に始まった。この
■ 用 語 説 明 ■
注6　WOCE(World Ocean Circulation Experiment：世界海洋循環実験)：WCRPの1プログラムで、1990
年から2002年まで実施された。その目的は、海洋大循環に着目し、数十年スケールの気候変動における海洋循環の役
割に関する知見および気侯変動の予測モデルに役立つデータを収集することであった。観測で最も力をいれたのは、
WHP(WOCE Hydrographic Programme)であり、このプログラムでは海面から海底まで、大洋の岸から岸まで、海水の物
理量や化学物質・栄養塩類などを精度よく計測することである。
注7　ヤンガードリアス期：最終氷期が終わり温暖化に向かっていた気候が、急激に寒冷化して氷期に戻った現象
で、現在から約12,000年前に北半球の高緯度で起こった。この変化は数十年の期間で起きたとされ、気温にして6℃ほど下
がった。
注8　GCP（the Global Carbon Project：全球炭素循環プログラム）：地球圏一生物圏国際協同研究計画
IGBP(International Geosphere-Biosphere Programme)、世界気候研究計画(WCRP)、生物多様性科学国際協同プログラ
ム(DIVERSITAS Programme)、および地球環境変化の人間社会側面に関する国際研究計画IHDP(International Human 
Dimensions Programme on Global Environmental Change)の4つの地球変動研究プログラムの共同イニシアティブである
地球システム科学パートナーシップ(ESSP:Earth System Science Partnership)の一つのプロジェクトである。その目的は、
政策関連の知見（自然科学や社会科学、およびそれらの相互関係に関する知見）を得るため、炭素循環やエネルギーシステム
に関する研究を行うことである。
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的にさせなければならない。即ち、
第 4 次評価報告書以上にきめ細か
い時空間的な予測が要求される。
高度化して行くシミュレーション
の初期値あるいは検証データとし
て対応できる良質な全球観測デー
計画の中で観測手法として重要視
されたのが米国の TAO(Tropical 
Atmosphere and Ocean) ブ イ 観
測網であり 17)、そのデータはエ
ルニーニョの研究を加速させ、そ
の予測精度の向上にも貢献してき
た。一方、この国際 プ ロ ジ ェ ク
ト と 平 行 し て 、（独）海洋研究開
発機構（当時、海洋科学技術セン
ター）では独自の技術によるトラ
イトンブイの開発が行われた（図
表 4）。トライトンブイは 1999
年より西部熱帯太平洋域に展開が
始まり、2000 年からは太平洋中・
東部に展開されている TAO ブイ
と連携して、エルニーニョ監視網
として日米で共同運用されるよう
になった（図表 5）。
　インド洋熱帯域における気候変
動観測研究は、近年になって衛星
データを中心とした観測データの
解析により、インド洋のエルニー
ニョ現象とも呼べるインド洋ダイ
ポールモード現象（IOD）が提案さ
れた 16)。一方、（独）海洋研究開発
機構は、2001 年よりトライトン
ブイ２基を東インド洋に世界に先
駆けて設置し、IOD 観測を開始し
た。IOD 現象とは、インド洋東
部（ジャワ島沖）で数年おきに海水
温が下降し、西部（アフリカ沖）で
は逆に上昇する現象で、通常 5 月
から 6 月に発生し、10 月ごろに
最盛期になり 12 月には減衰する。
IOD 現象が発生すると、インドネ
シアやオーストラリア等で干ばつ
が起こる傾向が見られる。一方、
海面水温が上昇する西部インド洋
では、大気の対流活動が活発化す
るために、通常よりも降水量が増
加する。2006 年の IOD の際には、
東部熱帯域のアフリカ諸国で洪水
が多発し、百万人以上が避難する
等の被害が発生した。
　その研究成果として、（独）海洋
研 究 開 発 機 構 は、2006 年 に 発
生した IOD 現象を、その前年の
2005 年 11 月の時点で予測する
ことに世界で初めて成功した 18)。
続いて、2007 年にもインド洋に
IOD 現象が発生することが予測さ
れ、このことは、2007 年 9 月下
旬の人工衛星による観測で科学的
に確認された。IOD 現象の影響と
図表 4　トライトンブイ（表紙カラー図参照）
図表 5　トライトンブイ（■）と TAO ブイ（●）の展開図
考えられるオーストラリアでの大
干ばつや東部アフリカにおける豪
雨は、約 6 ヶ月前にその発生が予
測されていた。これからは、エル
ニーニョや IOD 現象の短期的な
発生予測の信頼性向上に加えて、
温暖化によりそれらが今後どの様
になるのかという、長期的な気候
変動との関係を解明することが重
要課題である。そのためにはリア
ルタイムで提供される観測データ
が不可欠であり、ブイ観測網の維
持とインド洋での強化が喫緊の課
題である。
4  “海と地球の変動を予測する”ために望まれる海洋監視システム ●　●　●　●　●
　 数 年 後 に 出 さ れ る で あ ろ う
IPCC 第 5 次評価報告書は、政策
決定への貢献が強く意識されたも
のになると考えられる。そのため
には、「何が、何処で、何時までに、
どの程度」起こるのかをより具体
タが必要であることは論を待たな
い。今、世界の海はどうなってい
るのか？そして、それがどう変わ
りつつあるのか、を継続的に観測
して行かなければならない。ここ
で最も重要な点は、現在の多くの
60°N
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４‐１
既存の海洋監視システムの
利用
　国際的枠組みで地球観測を推進
している GEOSS の 10 年実施計
画参照文書では、その基本方針に
「既存及び新規の地球観測システ
ムを構成する要素からなるシステ
ムを作る」、また「GEOSS は、複
数の既存観測及び処理システムの
間の現在の協力的取り組みの上に
作られる」というように、すでに
活動している観測システムを基盤
とすることを掲げている。全く新
しい観測システムの開発は進める
必要があるにしても、地球観測は
直ちに取り組む課題であり、すぐ
に稼働するシステム構築の必要性
がより強く意識されている。この
ような GEOSS の考えに基づくな
らば、我が国としての海洋監視シ
ステムは、まず前節で述べた 3 つ
の既存のプロジェクトの継続を核
として構築されるべきである。
４‐２
海洋データ同化
―海洋監視の結果を統合し
観測と予測をつなぐ―
　海洋監視で得られた「地球観測」
の結果を「予測モデル」に活用する
ためには、「データ同化」という過
程が鍵となる（図表 6）。アルゴフ
ロートの展開は、海洋観測にとっ
て革命的な進歩であったが、全海
洋で約 3,000 台という規模は、平
均すると 300km 四方に 1 台でし
かない。観測船での観測は、非常
に精密なデータが取れるが時間的
にも空間的にも制限が大きい。人
工衛星は、広範囲を同時に観測す
ることができるが海面だけに限ら
れる。このように現状では、一つ
の観測機器あるいは一つの手法
で全海洋を監視することは不可
能である。種々の観測データを統
合するために近年発達した手法が
「データ同化」である。我が国での
海洋同化システムの開発は、（独）海
洋研究開発機構と京都大学で順調
に進んでいる。2007 年 11 月 30
日の第 4 回地球観測サミットの
ケープタウン宣言では、冒頭に「地
上、海洋、航空機および宇宙から
の地球観測、データ同化技術およ
び地球システムモデリングを必要
とすることを認識し」とあり、観
測に並んでデータ同化技術に言及
している。
　観測は現実をとらえる強みがあ
るが、全海洋を一度に捕らえる事
はできない。一方、モデルは、時
空間的に均質な格子データをもた
らすが、現実からのズレがつきま
とう。「データ同化」とは、時間お
よび空間的に不均一な観測データ
を全球海洋大循環モデルに組み入
れ、モデルの結果を観測値に合う
様に修正し、観測されていない量
も含めて格子化されたデータセッ
トを作ることである。これにより
観測値が無い海域でも、観測値に
準ずるデータを得ることができ
る。即ち、「データ同化」する事で
図表 6　GEOSS の構図
図表 7　求められる全球海洋監視システムのイメージ
海洋監視
海洋データ同化船舶観測
アルゴ観測
定点・定線観測
衛星観測
その他
世界の海洋
観測された姿
（観測データ）
数理科学的に整合性
を持って再現された
全球海洋像
地球変動研究へ
モデルの検証、補正など
プロセス研究への分解
（アルゴ計画の様な海洋監視を目的とした多様な観測データを、海洋データ同化
システムに取り込む事で、全球海洋像を得る事ができる）
GEOSS
Predictions and
Analysis
High performance
Computing
Communication
Visualization
Models
・Oceans
・Cryosphere
・Land
・Atmosphere
・Solid Earth
・Biosphere
地球変動モデル
社会・経済的
多様なデータ
データ同化
Earth
Observation
Systems
・In situ
・Airborne
・Space-based
地球観測システム
政策決定支援 Policy
Decisions
Management
Decisions
・Assessment
・Decision Support
  Systems
Standards &
Interoperability
Observations
Ongoing feedback to optimize value, reduce gaps,
and account for human activity
出典：（独）海洋研究開発機構深澤理郎博士の図を基に科学技術動向研究センター
　　　にて作成
観測がそうである様に、分析的な
観測を行うのではなく、全球の海
洋を監視することを目的とした観
測計画を立てることである。
出典：GEOSS10 年実施計画参照文書より
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地球変動予測を意識した２１世紀の海洋観測
５‐１
より高品質かつ高分解能の
観測データによる
気候変動予測の必要性
　2007 年の日本の夏は、最高気
温を 74 年ぶりに更新した 40.9℃
が観測されるような猛暑となっ
た。世界中からも異常気象があい
ついで報告され、IPCC 第 4 次評
価報告書の予測を裏付けるような
環境変動の話題がつきなかった。
温暖化予測は、国際的枠組みで各
国が取り組んでおり、我が国でも
環境省や文部科学省の諸施策や地
球シミュレータの 280 倍の計算
速度を持つ「次世代スーパーコン
ピュータ」の開発を受けて、大き
な進展が期待できる。しかし、第
4 次評価報告書、さらに数年後に
出されるであろう第 5 次評価報告
書をもとに、20 ～ 30 年後を見
通して施策を決定するには予測の
信頼性が鍵である。その信頼性を
高めるためには、予測モデルの初
期値、計算結果の検証値、さらに
モデルの改良のために、モデルに
対応したより高品質かつ高分解能
の観測データが要求される。
5  まとめ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
５‐２
海洋データ同化システムの
構築
　海洋観測手法として、全海洋を
一度に観測できる万能な手法は存
在しない。それでは、いかにして
全球モデルに対応できる全球規模
の観測データを作り出して行くの
か？その答えは、既存のアルゴ計
画などの海洋監視のデータを海洋
データ同化システムに組み入れる
事にある。したがって、多様な観
測データを統合し、全球海洋観測
データセットを構築する施策があ
れば、新規に多額な予算措置をせ
ずに有効な地球観測データの提供
とその更新が可能になる。我が国
が提案して始まった GEOSS は、
まさにこのような仕組みを 10 年
実施計画中に描いている。
５‐３
全球海洋監視システムの
強化
　第３章で述べた海洋監視は、主
に（独）海洋研究開発機構の研究開
発費で実施されている。2007 年
度の予算規模は、概算（船舶運航
費を除いた推定額）で約 8 億円（ア
ルゴ計画 3 億円、国際定線・炭素
循環観測計画 2 億、トライトンブ
イの展開 3 億円）である。これら
は一つの独立行政法人の個々のプ
ロジェクトとして行われているた
め、これらの海洋監視全体が持続
的に存続できるか不透明である。
今後、ブイ観測網の充実など海洋
監視を強化し、同時に海洋同化シ
ステムを運用し持続的に全球海洋
観測データを提供するには 5 割程
度の経費の上積みが必要ではない
だろうか。
　広大でかつつねに変動する海の
監視は、必然的に至るところで、
長期的に行なわざるを得ない。「長
期的に観測し続ける事」が不可欠
であり、それに対する施策として
の支援が必要である。衛星の打ち
上げや観測船の運航費などには、
とかく観測には多額の費用が必要
である。しかし、既存の海洋監視
プロジェクトを統合すれば最小の
予算措置で、我が国が提案して始
まった GEOSS の目的である地球
変動予測に大きな貢献が可能にな
る。世界の海の全貌を継続して効
率よく監視するためには、海洋監
視と海洋データ同化を統合する全
球海洋監視システムを構築および
維持していく資金確保の仕組みが
必要である。
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データ」の一部を切り出し、個々
の現象を力学的に理解するための
プロセス研究用の分析的観測デー
タとすることができる（図表 7）。
　気象学の分野では、「データ同
化」されたデータは、「再解析デー
タ」と呼ばれてプロセス研究やシ
ミュレーションですでに日常的に
用いられている。特に天気予報で
は、予報精度は初期値の善し悪し
に大きく依存するので、気象観測
データを同化した初期値を用いて
予報モデルに組み入れて計算する
（予報する）ことを、ある時間毎に
繰り返している。
　ここで提案する「海洋データ同
化」とは、衛星観測の進展により
時空間的に密な取得が可能になっ
た海面情報データ（海面高度場や
水温等）、国際定線・炭素循環観
測計画やトライトンブイ観測等に
より得られた良質な現場観測デー
タ（水温・塩分等）、アルゴフロー
トによる海洋内部の水温・塩分
データなど、多様な観測データを、
海洋大循環モデルに同化し、時空
間分解能の高い統合データセット
を作製する事である。
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高効率を目指す太陽電池セルの研究開発動向
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科学技術動向研究
高効率を目指す
太陽電池セルの研究開発動向
	 金間　大介	 河本　洋	
ナノテクノロジー・材料ユニット
　太陽光発電システムの最大の特
徴は、その多くが未利用となって
いる太陽光エネルギーを電気エネ
ルギーに変換して利用することに
ある。しかも、他の多くの発電方
式のように、光のエネルギーを発
電プロセスで熱エネルギーや化学
結合エネルギーに変換することな
く、直接電気エネルギーに変換す
ることができる。このような発電
プロセスの簡易性のため、メンテ
ナンスの必要性が極めて少なく、
冷却水の循環など発電維持のため
の他のエネルギーを用いる必要も
ない。騒音も一切発生しない。そ
して何よりも、システムの製造や
原材料の精製も含めて、単位発電
量あたりの二酸化炭素の排出量が
少ないという利点を持つ。
　図表 1 に太陽光発電システム
の生産フローを示す。太陽光発電
システムは、システム設置後の運
転時には二酸化炭素を発生しない
ものの、システムの完成に至るま
でには、材料の精錬等のために化
石燃料や他のエネルギーが必要と
なる。一般に、発電システムとし
てのトータルエネルギー効率を表
す一指標として、エネルギーペイ
バックタイム（EPT）が用いられ
る。EPT は、システム製造の際
に必要なエネルギーと同じ量のエ
ネルギーを、そのシステムが産み
出すまでの時間で表される。太陽
光発電技術研究組合や（独）産業技
術総合研究所の試算によると、現
在、最も普及している多結晶シリ
コン太陽電池において、EPT は
約 1.5 ～ 2 年程度となっている 1）。
多結晶シリコン太陽電池の平均寿
命はおおよそ 20 ～ 30 年であり、
太陽光発電システムはエネルギー
効率の面でも非常に優れている。
　このような多くの利点のため、
日本およびドイツで先行してきた
太陽光発電市場は、今後、全世界
へと拡大すると予想されている 2）。
　本稿では、図表 1 に示した生産
工程の中で、主に太陽電池セルの
研究開発に焦点を絞り、その動向
を紹介する。シリコンや有機系、
化合物半導体など個別の太陽電池
セルの研究動向の情報は、すでに
多く溢れている。本稿では、これ
らを現在の市場の中心である結晶
型から、5 年以内に次々と量産が
開始されると予想される薄膜、そ
してタンデム型という流れで整理
し、さらに将来性を占う意味で、
極めて高い変換効率を持つと期待
される量子ドットを用いた太陽電
池セルの研究開発動向を紹介す
る。最後に、これらの動向を踏ま
え、この領域に関する科学技術政
策へのインプリケーションを述べ
る。
࿑⴫1 ᄥ㓁శ⊒㔚ࠪࠬ࠹ࡓߩ↢↥ࡈࡠ࡯
⃯
⍹
ᄙ
⚿
᥏
䉲
䊥
䉮
䊮
䉲
䊥
䉮
䊮
䉟
䊮
䉯
丂
䊃
䉲
䊥
䉮
䊮
䉡
䷦
䊊
ᄥ
㓁
㔚
ᳰ
䉶
䊦
ᄥ
㓁
㔚
ᳰ
䊝
䉳
两
丶
䊦
ᄥ
㓁
శ
⊒
㔚
䉲
䉴
䊁
䊛
図表 1　太陽光発電システムの生産フロー
出典：参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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２‐１
第1世代太陽電池と呼ばれる
結晶シリコン太陽電池の現状
―グローバル化する
太陽光発電市場と
経済合理性―
　図表 2 に見られるように、こ
れまで太陽光発電システムの普及
は、日本とドイツにほぼ限定され
ていた 4、5）。しかし、最近になっ
て米国での普及が進み、さらにこ
こ数年で中国などへも普及が進む
と見られており、今後、太陽光発
電市場が世界各地へと拡大するこ
とが予想される。このように大き
な期待のかかる太陽光発電だが、
最も大きな課題は発電コストであ
る。現状の太陽光発電の発電コス
トは 40 ～ 50 円／ kWh であり、
これは日本では住宅用電気料金の
約 2 倍である。現在の太陽電池セ
ルの生産量は、先に述べた多結晶
シリコンが約 6 割、単結晶シリコ
ンが約 3 割と、バルク結晶シリコ
ンと呼ばれるこれらの材料が全体
の約 9 割を占める。したがって、
この両結晶シリコン太陽電池の低
コスト化が、短期的には太陽光発
電の普及の鍵を握る。
　しかしながら、これら結晶シリ
コン太陽電池の価格の低下をこれ
以上期待するのは難しくなってき
ている（図表 3）。主な要因として
は、第一に、次章で説明するよう
に材料としての発電変換効率が理
論値に迫りつつある。このため、
市場に普及している太陽電池セル
の変換効率の向上は、近年はわず
かなものになっている。第二の要
因として、材料の価格が高騰して
いる。図表 3 で見てもわかるとお
り、付属機器等の価格の低下に比
べ、太陽電池セルの価格低下幅は
小さくなっている。結晶シリコン
太陽電池の産業構造は、製造コス
トが川上の工程に大きく依存して
おり、最終製品に占める売上の大
半がシリコンウェハまでの工程で
占められる、いわゆる素材付加価
値型構造である３) 注 1）。結果的に、
材料メーカー各社は、今後予想さ
れる需要増に対し、次々とシリコ
ン結晶の増産計画を打ち出してい
る（図表 4）。シリコン結晶の製造
は、最も川上の珪石の供給に強く
依存しており、設備投資における
スケールメリットも効きにくい。
図表 2　世界における太陽光発電システムの累積導入量
出典：参考文献 4、5）を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：参考文献 1、3、5）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 3　住宅用太陽光発電システム価格
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550～600MW
したがって、革新的なシリコン結
晶材料製造技術を開発していかな
い限り、日本の材料メーカーは今
後、シリコン結晶の製造では厳し
いコスト競争を強いられる可能性
がある。このような原料の供給不
足とその対応策に関しては、本誌
の 2007 年 1 月号に詳細を述べた
ので参照されたい 6）。
　また、日本の太陽光発電システム
の累積導入量は 2004 ～ 2005 年に
ドイツに追い抜かれている注 2)（図
表 2）。これは、ドイツのエネル
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注1　ちなみに、半導体デバイスの市場では、川上工程であるウェハコスト構成は3～4％と言われる3)。
注2　発電システム導入量の量的な目安として、例えば、柏崎刈羽原子力発電所は一原子炉システムあたり
1.1GW(1,100MW)の電力供給能力がある。
注3　非晶質のシリコン半導体。結晶シリコンと比較してエネルギーギャップが大きく、光吸収係数が高い、成膜が容易
等の特徴を持つが、変換効率を大きくするのは難しい。
注4　薄膜多結晶シリコンとも呼ばれ、アモルファス相と数10nm程度の結晶相が混成した構造を持つ。光吸収層（i層）を
p型およびn型半導体層で挟んだp-i-n接合を基本構造としている。低照度下での効率が高いことや、バンドギャップエネル
ギーが大きいため短波長光にも感度があることから、主に電卓など室内用途に使われてきた。強い太陽光の照射によりダ
ングリングボンド（原子における未結合手）が増加し導電性を劣化させるという欠点を持つが、水素などの不純物のコン
トロールなどにより解消されつつある。
図表 4　日本の多結晶シリコンの増産計画
出典：参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 5　世界の太陽光発電システム生産量（単年集計）
出典：参考文献 4、5）を基に科学技術動向研究センターにて作成
２‐２
薄膜による高付加価値化
―第 2 世代太陽電池の
開発競争―
　前述したような、材料の供給や
精錬に大きく依存する産業構造か
らの脱却策として、結晶シリコン
太陽電池から薄膜シリコン太陽電
池への移行が急速に進められよう
としている。
　薄膜シリコン太陽電池には、主
にアモルファスシリコン注 3) と
微結晶シリコン注 4) を採用した
ものがある。これらの薄膜は、
200 μ m 程度の厚さを持つ結晶
シリコンに比べ数μ m と非常に
薄く、シリコン原料の大幅な節約
が可能である。また、低温での形
成が可能なため、製造に必要なエ
ネルギーを節約できることなどか
ら、低コストでの量産化の期待
が高い。現状ではまだ発電効率
は 10％強程度と、多結晶シリコ
ンの 13 ～ 17％には及ばないも
のの、アモルファスと微結晶シリ
コンを積層型（タンデム型）にする
など効率の向上に工夫の余地があ
る。また、柔軟性のある基板を選
択することによって、フレキシブ
ルな太陽電池セルを作製すること
も可能となる。
　薄膜太陽電池セルには、様々な
バックグラウンドを持ったメー
カーが参入しようとしている（図
表 6）。このように多様のプレー
ヤーが参入してくれば、各メーカー
にとって製品あるいは製造プロセ
スにおける技術的な差別化は必須
となる。勝負はタンデム型による
高効率化と安価で安定な製造プロ
セスの構築にある。タンデム型の
研究開発動向は次章で触れる。
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中
ギー政策において太陽光発電の電
力買取に強いインセンティブを働
かせてきたことによる 7 ～ 9)。た
だし、太陽光発電システムの実績
を日独のみの発電市場で検討する
のは、あまりにも規模が小さい。
今後は、全世界の発電市場を視野
に入れながら、コスト対策を行い、
生産量を着実に伸ばしていくべき
であろう（図表 5）。
生産能力 増産分 時期 投資額
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　ここまで結晶シリコン太陽電池
および薄膜シリコン太陽電池の
様々な製造の現状および研究開発
の動向を紹介してきたが、本章で
は、太陽電池セルの変換効率に関
する基本特性を概観するととも
に、タンデム型に関する技術の詳
細を述べる。
３‐１
太陽光の特性と太陽電池
セル材料の理論限界効率
　太陽光発電のエネルギー源とな
る太陽光は、おおよそ 6000℃の
黒体が放つ輻射に近似できる。太
陽光は可視光領域にピークを持
つ、幅広い波長の光である。ただ
し地球の表面付近には大気が存在
するため、大気圏によって反射、
散乱、吸収されたあとの太陽光が
地表に降り注いでいる 10、11）（図
表 7）。地表のある地点に降り注
がれる太陽光の輻射量は、その場
所の緯度によっても変化する。こ
の輻射量の違いを大気圏エアマス
（Air Mass：AM）という指標で表
す。天頂から垂直に入射する通過
空気量を AM-1 と表す。大気圏外
では AM-0、春や秋の正午頃の東
京では AM-1.5 程度である。太陽
電池セルを設計するときは、当然
この太陽光の波長分布と強度を考
㪇
㪌㪇
㪈㪇㪇
㪈㪌㪇
㪉㪇㪇
㪉㪌㪇
㪊㪇㪇 㪌㪇㪇 㪎㪇㪇 㪐㪇㪇 㪈㪈㪇㪇 㪈㪊㪇㪇 㪈㪌㪇㪇 㪈㪎㪇㪇 㪈㪐㪇㪇
ᵄ㐳䋨㫅㫄㪀
᡼
኿
ᒝ
ᐲ
义
㱘
㪮
㪆
㪺
㫄
㪉
䊶
㫅
㫄
㪀
ᄢ᳇࿤ᄖ䈱ᄥ㓁శ䉴䊕䉪䊃䊦䋨㪘㪤㪄㪇㪀
࿾⴫䈱ᄥ㓁శ䉴䊕䉪䊃䊦䋨㪘㪤㪄㪈㪅㪌㪀
นⷞశ✢
⚡ᄖ✢
⿒ᄖ✢
㪇
㪈㪇
㪉㪇
㪊㪇
㪇㪅㪍 㪈 㪈㪅㪋 㪈㪅㪏 㪉㪅㪉
䊋䊮䊄䉩䊞䉾䊒㪜㪾䋨㪼㪭䋩
ᄌ
឵
ല
₸
义
䋦
乊 䉝䊝䊦䊐䉜䉴㪪㫀
㪠㫅㪧䋨න⚿᥏䋩
㪚㪠㪞㪪䋨ᄙ⚿᥏䋩
㪪㫀䋨ᄙ⚿᥏䋩
㪪㫀䋨න⚿᥏䋩
㪞㪸㪘㫊㩿න⚿᥏䋩
ℂ⺰㒢⇇ല₸
1800 1200 800 600
ᵄ㐳䋨nm䋩
図表 7　大気圏外（AM- ０）および地表上（AM-1.5）の太陽光の
　　　　エネルギースペクトル
出典：参考文献 10、11）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 8　様々な太陽電池セル材料のバンドギャップ（Eg）と変換効率
出典：参考文献 12、13）を基に科学技術動向研究センターにて作成
（AM（Air Mass）：太陽光が通過する空気量のこと。天頂から垂直に入射する通
過空気量を AM-1 と表す）
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図表 6　薄膜太陽電池セルの生産計画
出典：参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
CIGS:CuInGaSe2
CIS:CuInSe2
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３‐３
積層による
高変換効率への挑戦
　シングル接合型太陽電池の理論
限界効率を大きく突破する新しい
材料として、積層型（タンデム型）
太陽電池が注目を集めている。薄
膜太陽電池セルは、低温における
化学気相成長法（CVD）で作製さ
れるため、タンデム型が可能にな
る。 例 え ば、GaInP ／ GaAs ／
InGaAs の化合物半導体からなる
3 接合タンデム型太陽電池におい
て、約 33％という高い変換効率
を達成している例がある 15)。こ
のようなタンデム型太陽電池で
は、光入射側から順に、ワイドバ
ンドギャップを持つ半導体からナ
ローバンドギャップを持つ半導体
へと積層させ、全体として太陽光
スペクトルとの整合性を高めるこ
とにより、長波長側の透過損失お
よび短波長側の熱エネルギー損失
を低減させる。
　当然このように高い変換効率を
慮しなければならない。セルの設
計では、いかに最も強度の高い波
長帯の光を吸収する材料を選択す
るかが鍵になる。
　図表 8 に主要な太陽電池セル
材料のバンドギャップエネルギー
（Eg）と現在までに達成している
変換効率、および理論限界効率の
計算結果を示す 12、13)。図表 7 で
示したように、太陽光の放射強度
は 500 ～ 700nm 付 近 で 最 も 強
くなる。次節および図表 9 で示
すように、Eg よりも小さなエネ
ルギーの太陽光は、太陽電池セル
には吸収されず透過してしまう。
したがって、太陽光の輻射が強い
500 ～ 700nm（2.5 ～ 1.8eV）よ
りもわずかにエネルギー幅の小さ
い 1.6 ～ 1.2eV 程度の Eg を持つ
材料が、最も効率よく太陽光を吸
収し電流に変換できる。そのため、
理論限界効率もこの近傍で最大と
なる。
　太陽電池セル材料として代表的
な単結晶シリコン（Eg ＝ 1.1eV）
の場合、26 ～ 28％が理論限界効
率の最大値である 14）。GaAs や
InP などの化合物半導体は、理論
限界効率が最大値となる約 1.4 ～
1.5eV 付近に Eg を持つことから、
単結晶シリコンを上回る効率を達
成することが期待される。一方、
アモルファスシリコンは、内部の
格子欠陥における電流ロスが大き
いため、理論限界効率に近い変換
効率はまだ出せていない。
３‐２
太陽電池セルの
エネルギー損失要因
　これまで述べてきた太陽電池セ
ルは全て、pn 接合された半導体
一層から形成されているという意
味で、シングル接合型太陽電池注 5)
と呼ばれる。図表 9 にシングル接
合型太陽電池のエネルギーバンド
構造と、主なエネルギーの損失要
因を示す。図表 7 で示したよう
に、太陽からは様々な波長を持つ
光が届く。入射光の中で、ちょう
ど Eg 付近のエネルギーを持つ光
は、価電子帯の最上部にある電子
を伝導帯へと励起する。これより
大きな波長を持つ入射光は、半導
体中に吸収されずに透過するか、
あるいはフォノン注 6) エネルギー
となって熱に変換される。一方、
Eg より充分大きなエネルギーを
持つ入射光は、高いエネルギーを
持つ電子を伝導帯へ送り込む。そ
の後、非常に短い間にそのエネル
ギーを失い、伝導帯のバンド下端
へ緩和する。こうした非常に高速
のエネルギー緩和過程は、電子濃
度が高い半導体の場合、電子―電
子散乱により電子系の中で一旦平
衡に達し、その後フォノンの放出
により熱エネルギーとして放出す
ることで、全体のエネルギーの緩
和が進む。このような短波長側の
エネルギー損失は、全太陽光エネ
ルギーの約 30% 程度にもなり、シ
ングル接合型太陽電池の変換効率
の最大の損失要因になっている 11)。
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図表 9　シングル接合型太陽電池におけるエネルギーバンド構造と
            主なエネルギー損失要因
価電子帯端
長波長光
科学技術動向研究センターにて作成
注5　pn接合された半導体一層の構造を持つ太陽電池セル。
注6　主に結晶中の格子振動を量子化したもの。結晶格子のような周期構造
中ではフォノンの振動数は制限され離散的になる。結晶の温度を上昇させる
とフォノンの振幅も増加する。
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光閉じ込め効果によって光吸収効
率を向上させるといった技術も確
立されつつある。また、結晶粒の
粒界には原子同士の結合が不完全
となる場合が多く、この構造欠陥
が太陽電池セルの変換効率に悪影
響を及ぼすことになるため、水素
等の不純物を利用したパッシベー
ション処理の開発も進められてい
る。このように、主にタンデム型
の開発には、シングル接合型太陽
電池の場合よりもさらに高度な表
面処理技術が求められる。
４‐１
化合物半導体
　化合物半導体は、バルク型で
は単結晶シリコン並み、あるい
はそれ以上の発電効率を得られ
る可能性がある（図表 11）。先に
述べたように、太陽電池セルの
理論変換効率は、半導体のバン
ドギャップエネルギー（Eg）に依
存する。太陽スペクトルとの整合
の点から、1.4 ～ 1.5eV 程度のバ
ンドギャップを持つ半導体が、高
効率太陽電池セルとして適してい
る 18)。約 1.1eV のシリコンに比
　本稿では、主にシリコン太陽電
池に焦点を当てているが、シリコ
ンの他にも様々な太陽電池セル
の研究開発が進められている（図
表 11）。以下では、シリコンより
も高い変換効率が狙える化合物半
導体や、より低コストな製造プロ
セスの実現が可能となる有機系材
料の研究開発動向を簡単に紹介す
る。主な焦点となっているのが、
単位発電量あたりの原材料の節
約、より高い発電効率を持つ材料
の開発、そしてそれらを安価で安
定的に供給できる製造プロセスの
確立である。
べて、1.42eV の GaAs や 1.35eV
の InP は、高効率が期待できる。
　また、シリコンは間接遷移型の
ため光吸収係数が小さく、充分に
太陽光を吸収するには 100 μ m
以上の厚さが必要であるが、薄膜
の CIGS 系（CuInGaSe2）に代表さ
れるような化合物半導体の多くは
直接遷移型であるため、光吸収係
数が高く、厚さも数μ m で充分
高い効率が期待できる。ただし、
資源として希少性の高いインジウ
ムや、毒性の高いカドミウムなど
を使用しなければならないため、価
格もシリコンに比べて高く、これら
の原料のリサイクル技術や代替材
●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●4 シリコン以外の太陽電池セル―化合物半導体、有機系材料の研究開発の現状―
図表 10　タンデム（2 層）型太陽電池の概念図
（独）産業技術総合研究所ホームページ 17）より引用
基板+透明導電膜
界面バッファ層
p層
i層
n層
p層
i 層 (μc-Si)
n層
透明導電層
金属電極
封止材
トップセル
（アモルファスシリコン）｝
～0.3μm
ボトムセル
（微結晶シリコン）
～2μm
V
V
可能とするタンデム型太陽電池に
も、多くの課題が存在する。図
表 10 のように、基本的にタンデ
ム型は縦に直列につながった構造
をしている。全体の電圧は、各層
の電圧の和となるが、電流は回路
内で一定となる。したがって、各
層のどれか一層でも発電効果が落
ち、電流量が低下すると、それが
ボトルネックとなり全体の電流量
を低下させる要因となる。例え
ば、AM-1.5 の理想的な太陽光を
基に最適化されたタンデム型を設
計したとしても、くもりの日は一
般に赤色側が弱くなることから、
赤色付近の波長帯をターゲットに
した層は極端に発電効率が低下す
る。結果的に、タンデム型のメ
リットを発揮するのは、晴天の日
のみとなり、有利な地理的条件を
満たす地域でしか効果を発揮でき
ない。今後、タンデム型の開発は、
世界各地の天候を視野に入れた上
で、より最適な設計を目指さなけ
ればならない。一方、このような
課題に対し、デラウェア大学の研
究者らは、直列構造をとらず各層
毎に電流を取り出すという斬新な
設計アイディアを提案し、2007
年 7 月時点で世界最高の変換効率
42.8％を達成している 16)。ただ
し、この構造は単純な直列積層に
比べ複雑であるため、どこまで製
造コストを抑えられるかが大きな
課題となる。
　さらに、タンデム型の開発にお
いては、表面にマイクロからナノ
メートルサイズの凹凸形状をもっ
た表面構造（テクスチャ構造）を形
成させ、表面における光の反射率
を下げたり、あるいは結晶内への
｝
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注7　シャープ（株）による集光型太陽光発電システムは、2007年10月に開かれた第2回新エネルギー世界展示会で発表さ
れた。同社は2008年中に販売を予定している。
料技術の確立が、量産化の鍵となる。
　シャープ（株）はこのような課題
に対し、レンズを使って小さな太
陽電池セルに太陽光を集めて照射
する、集光型太陽光発電システム
を開発している 19)。同社は、フ
レネルレンズを用いて約 700 倍
に太陽光を集光し、化合物半導体
をベースにした 3 層太陽電池セル
に照射することで、約 37％の変
換効率を達成している。集光によ
り太陽電池セルは高温になるが、
GaAs を用いた太陽電池セルは
200℃以上でもほとんど変換効率
は低下しない注 7)。このため、現
時点において集光技術は、主に化
合物半導体の太陽電池セルの効率
向上技術として期待されている。
４‐２
有機系材料
　有機半導体は、原材料が安く、
安価かつ容易に作れる太陽電池セ
ルとして研究が進められている。
プラスチック基盤上に作成が可能
で、フレキシブルでデザイン性に
優れるというメリットも大きい。
発電効率は数％とまだ低いが、フ
ラーレンを n 型半導体に使用す
るなど、有機半導体材料の候補に
は非常に多くの種類があるため、
最適な材料が見つかれば大きな飛
躍も不可能ではない。同領域の多
くの研究者の参入が期待されると
ころである。
　色素増感型も発電効率は低いも
のの、低価格化とデザイン性に対
する期待は高い。有機色素の種類
を選ぶことで、カラフルな太陽電
池も可能となる。現状では、イオ
ンの伝達に蒸発しやすい液体の電
解液を使用するため、システムの
耐久性が課題となっている。この
ため、電解液の固体化の研究が求
められている。
　以上のように、有機半導体、色
素増感型太陽電池ともに発電効率
はまだ低いため、高効率を目指す
太陽電池セルとはやや異なった方
向性の開発となっている。
図表 11　標準化された一定の基準下で測定された太陽電池の種類と太陽電池セル（サブモジュール）の変換効率
　　　　　（AM-1.5、25℃環境下）
出典：参考文献 12）および東京工業大学小長井教授提供の資料を基に科学技術動向研究センターにて作成
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　近年、図表 8 のような変換効
率の理論限界を大きく越える可能
性のある太陽電池セルとして、量
子ドット太陽電池が注目されてい
る。以下では、量子ドットの基本
的な物性を踏まえた上で、太陽電
池セルへの応用可能性について述
べる。
５‐１
量子ドットの基礎物性
―なぜ量子ドットは高効率
が達成できるのか―
　量子ドットとは、寸法が数 nm
～数 10nm 程度のナノ結晶構造の
ことであり、主に基板結晶上にエ
ピタキシャル成長させる方法で作
製される。量子ドットの周囲は、
高いポテンシャル障壁によって三
次元的に取り囲まれており、量子
ドット中の電子や正孔は、狭い空
間に閉じ込められることによって
離散的なエネルギー状態となる。
結果的に、量子ドット中の電子や正
孔の基底エネルギー状態は、量子
ドットのサイズに依存する 20、21）。
　量子ドットの物理的特性とし
て、特に以下の 3 点が太陽電池セ
ルへの応用という観点から有用視
されている 20、21）。これらを達成
することにより 60％を越える理
論効率を達成することが期待され
ている 22、23）。（１）と（２）はそれぞ
れ、図表 9 で示した 2 つの損失
要因（光の透過損失とフォノン放
出による熱エネルギーの損失）を
克服する鍵として期待される。
（1）量子サイズ効果：量子ドット
のサイズを調整することで、
光吸収波長を選択することが
できるため、太陽光スペクト
ルとの整合を高めることがで
きる 20、24)。
（2）エネルギー緩和時間の増大：
量子ドット中では、電子のエ
ネルギー緩和時間が遅くなる
ことが知られている。したがっ
て、フォノン放出によるエネ
ルギー緩和が起こる前に高い
エネルギー状態にある電子を
取り出せる可能性がある。
（3）ミニバンドの形成：超格子構
造にして量子ドット間の結合
が起こるようになると、伝導
帯および価電子帯にミニバン
ドが形成される 25)。例えば、
図表 12 のようなｐｎ接合の間
pጀ
iጀ
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図表 12　量子ドット太陽電池の構造概念図
出典：参考文献 20、21）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 13　量子ドット太陽電池のエネルギーバンド図（a）とミニバンドイメージ（b）
出典：参考文献 20、21）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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高効率を目指す太陽電池セルの研究開発動向
に複数の量子ドット層を積層
させた構造を持つ量子ドット
太陽電池を考えた場合、量子
ドット層の間に入る中間層が
充分厚いと、エネルギーバン
ド構造は図表 13（a）のように
なる。この場合、太陽光によ
り励起された電子は、更なる
光励起あるいは熱励起によっ
て量子ドットの井戸から抜け
出し、電流として取り出すこ
とができる。一方、中間層の
厚さを数 nm 程度まで薄くす
ると、量子ドット間にミニバ
ンドが形成され、電子や正孔
は少ないエネルギー損失で移
動することが可能となる（図表
13(b)）20、21）。
　もちろん、まだまだ克服すべき
研究課題は多い。特に、量子ドッ
トを規則的かつ安定的に配列する
ことは難しく、しかも汎用的な材
料でこれを達成しなければならな
い。次節において、主に量子ドッ
トの作製プロセス技術を中心に、
量子ドットの太陽電池セルへの応
用可能性を述べる。
５‐２
太陽電池セルへの応用を
目指した量子ドット作製
プロセス技術
　これまでの量子ドット太陽電池
の研究では、化合物半導体が先行
している。作製方法としては、格
子定数の違いや高指数面基板を用
いた自己組織化により量子ドット
を作製する方法が有力視されてい
る。例えば、基板結晶の格子定数
より大きい格子定数をもつ材料を
エピタキシャル成長させる場合、
成長が進むと歪エネルギーを低減
させるために、島状の量子ドット
が規則的に成長する。代表的な
例としては、InAs の格子定数が
GaAs より 7.2％大きい InAs ／
GaAs などが挙げられる。筑波大
学の岡田准教授らはこの系を利用
して、変換効率 8.54％を達成し
ている 26)。現状では、大面積化
が困難なため、4-1 節で紹介した
集光型太陽光発電システムへの導
入が注目されている。
　ただし、これらは主に化合物半
導体で可能となる現象で、原料の
コストや量産化等を考慮すると、
最終的にはシリコンで実現される
のが望ましい。現状においてシリ
コン材料では、量子ドットを規則
的に、しかも安定的に配列するこ
とはできていない。特に、サイズ
揺らぎの許容範囲とされる 10％
以下を達成することは、困難を極
める。
　しかしながら、ごく最近になっ
て、シリコン量子ドット太陽電池
の研究も徐々に進展を見せてい
る。注目されている方法の一つに、
シリコン過剰組成を有するシリコ
ンカーバイドを熱処理する手法が
ある。図表 14 に、プラズマ CVD
法を用いて、化学量論およびシリ
コン過剰組成を有するアモルファ
スシリコンカーバイドからなるア
モルファス超格子を作製し、それ
を熱処理することによりシリコン
量子ドット超格子を自己組織化的
に作製する方法を示す27)。これは、
量子ドットとして用いる材料とエ
ネルギー障壁層となる材料との間
には格子定数に差があるため格子
歪みが生じることを利用し、結晶
成長中に自発的に量子ドットを形
成させる方法である。
　その他の量子ドット構造の作製
に応用可能と考えられる技術とし
て、層状シリカ塩を前駆体とした
ナノポーラスシリカ (SiO2) の合成
プロセスがある 28)。現在のとこ
ろ、これは量子ドット超格子の作
製を目的としたものではないが、
図表 15 の高分解能透過電子顕微
鏡像に示すように、ナノスケール
で制御されたシリカの多孔構造を
有するものが得られており、一つ
一つのナノ孔にシリコンなどの半
導体ナノ粒子を封入する技術が開
発されれば、シリカ自体を中間層
として用いることが可能と予想さ
れ、半導体ナノ粒子が規則正しく
配置されて薄膜を積層した 3 次元
の量子ドット構造が可能となるか
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図表 14　熱処理によるシリコン量子ドット構造体の作製模式図
出典：参考文献 27）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 15　ナノポーラスシリカのモデルの高分解能透過電子顕微鏡像
出典：参考文献 28）より引用
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もしれない。
　以上の量子ドット構造作製方法
はいずれも研究途上にあり、これ
らはまだ小面積規模のサンプルを
作製するにとどまっている。中間
層を薄化しつつ、均一な大きさの
量子ドットを 3 次元的に規則正し
く、高密度で並べるためにはまだ
多くの課題が存在する。特に鍵と
なるのは、量子ドットサイズの揺
らぎの制御である。また、将来の
応用を目指すには、超高真空の装
置を必要としない方法の開発も重
要であろう。
6  長期的な視野に立った基礎研究の強化と人材育成の必要性 ●　●　●　●　●　●　●　●
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図表 16　欧州太陽光発電会議で発表された論文件数の国別割合
            （2005 ～ 2007 年の合計）
　これまで概観してきたように、
太陽電池セルは、結晶から薄膜、
化合物系、有機材料系、タンデム
型、さらに量子ドットと、より高
い変換効率と低コスト化を求めて
研究が進められている。図表 11
に様々な種類の太陽電池セル開発
の現状を紹介したが、裏を返せば、
これだけの種類が乱立するのは決
定的な太陽電池セルを見出せてい
ない結果とも言える。
　現在、最も普及している結晶シ
リコンの太陽光発電システムは、
川上の工程、すなわちシリコン材
料の精錬やシリコンウェハの作製
などに、より多くの利益が生まれ
る産業構造となっていることはす
でに述べた。そのため技術集約型
企業における研究開発の中心は、
より川下の工程において付加価値
が生まれる薄膜あるいはタンデム
型へとシフトしている。太陽電池
セルの開発は、変換効率の向上と
それを実現する大面積製造プロセ
スが勝負になる。製造プロセスの
技術開発は、かつては日本の産業
界がリードしてきた。現在、薄膜
あるいはタンデム型が量産化の
フェーズに入ったことにより、企
業は多くの研究者・技術者を量産
化プロセスの開発・立ち上げに従
事させる必要がある。事業の早期
化や製品の差別化などで国際競争
も激化しており、研究者・技術者
たちは多忙を極める。さらに、も
ともとこの技術領域ではアカデミ
アでの研究はあまり活発ではな
かったという経緯もあり、これら
の状況から、今後、日本における
この領域の先端的研究開発の発展
に、懸念の声が挙がっている。
　図表 16 に、欧州太陽光発電会
議（European Photovoltaic Solar
E n e r g y  C o n f e r e n c e  a n d 
Exhibition）に お い て、 第 20 回
（2005 年）から第 22 回（2007 年）
までに発表された論文件数の合計
を国別に示す。この大会は、太陽
光発電に関する世界大会の中でも
最も参加者数および論文発表件数
が多く、年々その規模を拡大し
ている 29、30）。欧州は、太陽電池
の開発・導入に非常に熱心であ
り、今後も注目される大会である。
第 22 回大会では 83 カ国から約
3000 名が参加し、約 1100 件の
論文発表が行われた。欧州主催の
大会であるため、地元である欧州
各国の論文発表が多くなっている
が、ここで注目したいのは日本の
シェアで、わずか約 6％に留まっ
ている。図表 5 に示したように、
現在、日本は世界トップの太陽電
池セルの生産国であるにも関わら
ず、それと比較してもこの論文発
表件数の割合は非常に小さい。も
ちろん論文発表件数だけで研究水
準を比較することはできないが、
今後の太陽電池セルの開発は高度
化かつ複雑化することが予想され
るだけに、日本の太陽電池研究の
層の薄さが懸念されるところであ
る。
　このような状況を考えると、日
本は大学や公的研究機関を中心に
もっと基礎研究を強化していくべ
きであろう。これまで（独）NEDO
技術開発機構等をはじめとする公
的な研究開発事業が、様々な形で
産業界を支援し成果を挙げてきた
ように、短期的には高い技術力を
持つ産業界を中心とした応用・開発
研究の支援が効果を発揮するだろ
う。しかし今、産業界はそのような
科学技術動向研究センターにて作成
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公的な事業に対しても、むしろ長期
的な視野を求めており、基礎研究の
強化とそれに伴う研究人材育成の
要望が強くなってきている注 8）。10
～ 20 年後を見据えたとき、産学
連携を前提とした基礎研究を強化
し、その中で基礎研究をしっかり
遂行することのできる人材を育成
することが、日本の競争力に大き
な意味を持つだろう。
　特に、ここでは以下の 3 点の研
究課題において基礎研究の強化を
強調したい。
1） タンデム型の積層構造に関す
る表面・界面の基礎物性の解
明および材料探索（3-3 節）
2） 量子ドットを 3 次元的に規則
正しく、かつ高密度な配列を
可能とする量子ドット作製プ
ロセスの研究（5-2 節）
3） 全く新しいアイディアによる
高効率太陽電池の可能性の追
求
　1）は今後数年の間に直面する
ことが予想される研究課題で、す
でに産業界から多くの要望があ
る。2）は、より革新的な研究課
題であり、プロセス技術の基礎的
な研究を行うことによって、他の
技術開発への波及効果も見込まれ
る。3）はさらにチャレンジング
な研究だが、その一例として、米
国の国立再生可能エネルギー研
究所（NREL）が 2007 年 7 月に発
表した、多重励起子生成（MEG:
Multiple Exciton Generation）
に関する興味深い研究がある 31）。
これは、太陽光の光子 1 個に対し、
1 個以上の電子の生成を可能にす
るというもので、図表 9 に示した
太陽光発電のエネルギー損失要因
の一つ：熱エネルギーによる損失
を大幅に低減し、変換効率を向上
させることが期待できるという点
で、注目に値する研究であろう。
注8　（独）NEDO技術開発機構の
太陽光発電関係事業の担当者や、
大学の専門家、企業の研究者らへ
の聞取り調査による。
7  おわりに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　日本の太陽光発電の促進政策
は、1973 年の資源エネルギー庁
発足以来、サンシャイン計画や電
源開発促進対策特別会計、石油お
よびエネルギー需給構造高度化対
策特別会計制度等の導入により、
成功事例の一つとして海外から評
価されてきた 32、33）。今後は、市
場導入の観点から、より高効率な
太陽電池セルの開発に対して強い
インセンティブを与えることを考
えてはどうだろうか。例えば、ど
うしても結晶シリコンに比べコス
ト高となってしまうタンデム型等
の太陽電池セルに対し、結晶シリ
コンと同額程度となるよう補助金
を配賦することで市場への導入を
促してはどうか。特に、日本の住
宅環境では、日のあたる面積が海
外に比べ小さい分、高効率な太陽
電池セル開発のメリットが大き
い。こうした太陽光発電導入のイ
ンセンティブは、CO2 削減や化石
燃料の代替など、主に環境・エネ
ルギーの観点から議論されてきた
が、より技術的付加価値の高い研
究開発を制度面から促進すること
によって、研究開発における国際
競争力の強化という面で新たな成
功事例を作っていくことができる
のではないだろうか。
　なお、本稿では、太陽電池セル
の動向を俯瞰的に紹介してきた
が、太陽光発電モジュールやシス
テム、フィールドテスト、資源リ
サイクル等の課題については触れ
ていない。太陽光発電を含む再生
可能エネルギーの普及促進につ
いては、過去の科学技術動向誌９)
や国際機関のレポート 34) でも取
り上げられているので参照された
い。
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【ＵＲＬ】http://www.nistep.go.jp
【E-mail】stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレス
または電話番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき
「科学技術動向･月報一覧」でご覧いただけます。
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科学技術政策研究所は、平成 20 年１月より
千代田区霞ヶ関の中央合同庁舎第 7 号館へ移転しました。
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
０３ ３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
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地球変動予測を意識した
21 世紀の海洋観測  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥
高効率を目指す
太陽電池セルの研究開発動向  ‥‥‥‥‥
情報通信分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　空気中で光の軌跡が曲がる現象を初めて観測
エネルギー分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　地熱を利用した二酸化炭素の安定的貯留法
ナノテク・材料分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　ポリロタキサンゲルの化粧品としての実用化検討
社会基盤分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　３次元可視化診断によるコンクリート構造物の非破壊検査
フロンティア分野 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
　太陽観測衛星「ひので」によるコロナ加熱問題の解明
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